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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当連結会計年度（平成 26 年 12 月～平成 27 年 11 月）における我が国経済は、中国など海外経済の減速が

懸念される一方、国内経済は円安が続くなか輸出型企業などを中心に業績や雇用環境の改善が見受けられ、

景気は緩やかな回復基調で推移しました。 

住宅需要につきましては、平成 26 年 4月の消費税率引き上げによる駆け込み需要の反動減から住宅需要の

低迷が長期化するなか、当連結会計年度の上期（平成 26 年 12 月～平成 27年 5 月）は当グループの事業と関

係の深い持家の着工数が前年同期に比べ大幅な減少となり、また下期（平成 27 年 6 月～11 月）には着工数

が増加傾向となり住宅需要や国内合板相場に持ち直しの動きが見られたものの、総じて厳しい事業環境が続

きました。 

こうしたなか当グループは、シート貼りの次世代フローリングや、デザイン性や施工性などを強化した建

具類など、一昨年 10 月に全面的なモデルチェンジを実施した新製品・新シリーズの早期市場定着をはかると

ともに、安心安全ユニバーサルデザイン（ＵＤ）など高齢者対応、子育て支援、環境、リフォーム、住宅の

長寿命化等をテーマに床材や建具など建材製品の拡販・シェアの確保に努め、競争力の強化をはかるため製

造コスト低減など生産性の向上にも取り組みました。また合板類の適切な生産、仕入、販売に努め、収益力

の向上をはかってまいりました。 

これらの結果、当連結会計年度における連結業績は、売上高は 60,756 百万円（前期比 0.9％増）、営業利

益は 1,109 百万円（前期比 49.4％減）となりました。また合板業を営む海外関連会社（サンヤン社、マレー

シア）の業績改善による持分法投資利益 476 百万円の計上もあり、経常利益は 1,590 百万円（前期比 32.4％

減）、当期純利益は 1,030 百万円（前期比 32.6％減）となりました。 

 
・当連結会計年度（平成 27 年 11 月期）の業績 

〔連 結〕 

 
 

当連結会計年度 
（平成 27年 11月期）

前連結会計年度 
（平成 26年 11 月期）

 
前期比（増減） 

売  上  高 60,756 百万円 60,208 百万円 ＋ 548 百万円 ＋ 0.9％

営 業 利 益 1,109 2,193 △ 1,084 △ 49.4 

経 常 利 益 1,590 2,351 △ 761 △ 32.4 

当 期 純 利 益 1,030 1,529 △ 498 △ 32.6 

〔個 別〕 

 
 

当  期 
（平成 27年 11月期）

前  期 
（平成 26 年 11 月期）

 
前期比（増減） 

売  上  高 43,005 百万円 42,347 百万円 ＋ 657 百万円 ＋ 1.6％

営 業 利 益 102 410 △ 308 △ 75.1 

経 常 利 益 268 408 △ 140 △ 34.3 

当 期 純 利 益 217 109 ＋ 107 ＋ 98.5 
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セグメント別の業績は次のとおりであります。 

〔住宅建材事業〕 

住宅建材事業につきましては、一昨年投入したデザイン性・施工性を強化した建具類の新シリーズ「ＢＩ

ＮＯＩＥ（ビノイエ）」や、斬新で表情豊かなインテリア空間を表現する建具とフローリングのシリーズ「Art 

Couture（アートクチュール）」、昨年 5月から静岡県内の当社新工場で生産を開始したヒノキ合板を基材に使

用したフローリング「Ｊクラレス」など、新製品・新シリーズの早期市場定着や新規顧客の開拓、製品競争

力の強化、円安影響の大きいフロア製品の一部の販売価格引き上げなどに注力いたしました。また、足腰へ

の負担や転倒時の危険を軽減する「衝撃吸収フロア ネクシオ」などＵＤ関連製品による事業展開では、全国

各地のケア連携型バリアフリーのショールームや外部の各種展示会等も活用し、一般住宅のほか、サービス

付き高齢者向け住宅、介護施設など非住宅分野への提案営業も推進しシェアの確保に努めました。さらに、

地震や台風など災害に強い住宅構造材として、耐震性能や劣化軽減性能に優れた構造用ＭＤＦの更なる市場

開拓をはかりました。これら住宅建材の原材料は、ＣＯ２削減や貴重な森林資源の有効活用をはかる観点か

らＭＤＦ（中質繊維板）や国産針葉樹合板など、地球環境に優しいリサイクル素材や循環可能な木材資源で

ある国産材の有効活用に取り組み、環境問題への関心が高い顧客ニーズの掘起こしに努めました。 

これらの結果、当連結会計年度は、総じて厳しい需要環境となるなか円安による原材料価格の上昇や、製

品のモデルチェンジに伴う一時的な費用負担や一部製品の生産遅れなどの要因もありましたが、下期の住宅

需要回復も追い風となり、デザイン性や施工性を強化し拡販に取り組んできた建具類の新シリーズ「ＢＩＮ

ＯＩＥ」や、ヒノキ合板を基材に使用したフローリングの新製品「Ｊクラレス」などを中心に、特に期後半

において建材製品の販売数量が伸びたことから、住宅建材事業の売上高は 39,436 百万円（前期比 1.5％増）、

セグメント利益は 2,016 百万円（前期比 7.9％増）となりました。 

〔合板事業〕 

国産針葉樹合板は、低迷していた国内合板相場が昨年秋口から回復に転じ、またＬＶＬ（単板積層材）や

新工場で生産を開始した合板製品の市場投入なども寄与したことから、前期に比べ販売数量は増加しました

が、上期の合板相場低迷による製品販売価格低下の影響もあり、売上高は前年並みにとどまりました。 

一方、輸入南洋材合板は、円安や主要産地であるマレーシアの生産減による輸入南洋材合板の仕入コスト

上昇など厳しい事業環境のなか、採算重視の販売に努めたことから前期に比べ売上高は減少いたしました。 

これらの結果、合板事業の売上高は 21,320 百万円（前期比 0.1％減）となり、また新工場の稼働・生産開

始に伴う固定費増加の影響もあり、セグメント利益は 333 百万円（前期比 79.9％減）にとどまりました。 

<セグメント別売上高及び損益> 
  

売上高（百万円） 
 

セグメント利益※ 
（百万円） 

前期比（％）   構成比（％） 前期比（％）

住宅建材事業 

合 板 事 業 

39,436  

21,320  

＋1.5 

△0.1 

64.9 

35.1 

2,016  

333  

＋ 7.9 

△ 79.9 

調  整  額  －  － － △ 1,239  － 

合   計 60,756  ＋0.9 100.0 1,109  △ 49.4 

※セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等、並びに各報告セグメントに配分していない 

全社費用です。 
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②次期（平成 28 年 11 月期）の見通し 

今後の見通しにつきましては、為替相場の動向や国内合板相場の状況、原材料価格の上昇、更なる消

費税率引き上げによる住宅需要への影響など、先行き不透明な事業環境が続くものと予想されますが、

後記 8 頁「（4）会社の対処すべき課題」に記載のとおり、各種施策を徹底し、シェアの確保やマーケッ

トの新規開拓をはかり、更なる収益力の向上と企業体質の強化に努めてまいります。 

なお、次期の連結業績見通しは次のとおりであります。 
（単位：百万円、％） 

 

 
次期の連結業績見通し

（平成 28年 11 月期）

当連結会計年度の 
通期連結業績 

（平成 27年 11 月期）

 

増減額 

 

増減率（％）

売 上 高 62,700 60,756 ＋ 1,943  ＋ 3.2 

営 業 利 益 1,700 1,109 ＋ 590  ＋ 53.2 

経 常 利 益 2,050 1,590 ＋ 459  ＋ 28.9 

親会社株主に帰属
する当期純利益 
（又は当期純利益） 

1,200 1,030 ＋ 169  ＋ 16.4 

 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の財政状態は、前連結会計年度末に比べ総資産は 3,408 百万円の減少、負債は 3,827

百万円の減少、純資産は 419 百万円の増加となりました。 

総資産の減少の主なものは、現金及び預金の減少 3,469 百万円、受取手形及び売掛金の減少 312 百万円、

投資有価証券の減少 259 百万円、製品の増加 309 百万円、有形固定資産（建物、機械装置等）の増加 353

百万円などによるものであります。 

負債の減少の主なものは、圧縮未決算特別勘定の減少 1,400 百万円、支払手形及び買掛金の減少 1,095

百万円、設備関係支払手形の減少 588 百万円、長期借入金の減少 402 百万円、未払金の減少 321 百万円な

どによるものであります。 

純資産の増加の主なものは、当期純利益の計上による利益剰余金の増加 1,030 百万円及び配当による利

益剰余金の減少 184 百万円、為替換算調整勘定の減少 470 百万円、その他有価証券評価差額金の増加 20

百万円などによるものであります。 
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②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 3,469 百万円

減少し、8,582 百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が 1,669 百万円となり、減価償却費の

計上による 1,829 百万円の増加や、持分法投資利益の計上による 476 百万円の減少、売上債権の減少によ

る 312 百万円の増加、たな卸資産の増加による 346 百万円の減少、仕入債務の減少による 1,095 百万円の

減少、法人税等の納付による 458 百万円の減少などの要因から、1,101 百万円の収入（前期は 3,048 百万

円の収入）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資などの有形固定資産の取得による 5,791 百万円の減少

や、補助金の受取りによる 1,490 百万円の増加などの要因から、4,108 百万円の支出（前期は 3,900 百万

円の支出）となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金（1 年内返済予定の長期借入金を除く）の返

済による 248 百万円の減少、長期借入金の借入による 1,150 百万円の増加、長期借入金の返済による 1,014

百万円の減少などの要因から、462 百万円の支出（前期は 1,498 百万円の収入）となりました。 

なお、当グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

平成25年11月期 平成26年11月期 平成27年11月期

自己資本比率（％） 30.4 32.9 36.0

時価ベースの自己資本比率（％） 18.4 13.7 11.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 2.2 3.8 10.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 33.2 25.5 9.5  

注）自 己 資 本 比 率： 自己資本／総資産 
時 価 ベ ー ス の 自 己 資 本 比 率： 株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 
３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息

の支払額を使用しております。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社の利益配分に関する基本方針は、業績の状況及び配当と内部留保のバランスに配慮しながら、配

当の安定性を確保するとともに、株主の皆様への利益還元を積極的に行うことであります。また、内

部留保金につきましては、財務基盤の充実強化並びに今後の事業展開に役立てていく考えであります。 

なお、当期（平成 27 年 11 月期）の期末配当金につきましては、自己資本充実により強固な財務基盤の

確立をはかることが企業価値向上につながるとの判断のもと、配当の基本方針並びに当期の業績等を

総合的に勘案し、1株につき 7円を提案させていただく予定です。これにより中間配当金を含め当期の

年間配当金は 1株につき 12 円（前期と同額）となります。 

また、次期（平成 28 年 11 月期）の配当金につきましては、1株につき 13 円（中間 6円 50 銭、期末 

6 円 50 銭）を予定しております。 

 

（４）事業等のリスク 

当グループの経営成績及び財政状態等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性

があると考えられる主な事項を記載しております。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計

年度末（平成 27 年 11 月 30 日）現在において当グループが判断したものです。 

①新設住宅着工戸数について 

当グループの属する建材業界は、新設住宅着工戸数の動向に影響を受けます。当グループの業績は、新

設住宅のなかでも持家の建築動向に深い関係がありますが、貸家、分譲住宅、高齢者施設などの非住宅市

場やリフォーム市場等の一層の開拓に注力するなど、その影響の軽減をはかっております。 

②原材料価格の変動等について 

当グループ製品の主要原材料である輸入木材・輸入合板は、国際相場や為替動向等による価格変動を受

けやすく、仕入価格に大きな変化があった場合には当グループの業績に影響を与える可能性があります。

また、木材資源国の伐採規制等の動向によっては、調達が難しくなるリスクも内在しています。 

当グループは、為替変動の影響を 小限に抑えるように各種手段を講じるとともに、製品、原材料の調達

パイプの多様化、分散化を進め、それらのリスクの軽減に努めております。 

③自然災害等による影響について 

当グループでは、自然災害の発生に備え定期的な設備点検及び緊急時における連絡体制の整備等を行っ

ておりますが、主力工場が静岡県に集中しているため、この地域に大地震等の大規模な自然災害が発生し

た場合には、生産活動の停止や配送の遅延等により、当グループの業績及び財務状況に重大な影響を及ぼ

す可能性があります。 

④製品販売価格の下落について 

当グループが営む住宅建材事業や合板事業の製品とサービスは、国内競合他社との激しい競争にさらさ

れておりますが、今後、さらに企業間競争が激化した場合には、製品販売価格の下落や販売数量の減少に

伴う収益性の低下が生じるおそれがあり、これにより当グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能

性があります。 

⑤製品の品質について 

当グループは、製品の品質管理には細心の注意を払っておりますが、万一、製品の欠陥による品質問題

が発生した場合、欠陥に起因する損害に対しては損害賠償などの費用が発生するおそれがあり、これによ

り当グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

当社の企業集団は、当社、子会社４社及び関連会社２社で構成され、建材製品及び合板などの製造販売

並びに住宅関連工事の請負を行っております。なお、当グループの事業に係わる位置づけは次のとおりで

あります。 

〔事業の系統図〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
グループ各社の主な事業の内容は次のとおりであります。 

会社名 セグメント 主な事業の内容 

（当社） 

㈱ノダ 

 

住宅建材事業及び合板事業 

 

建材製品（内装材・外装材・住宅機器他）、繊維板

の製造、販売並びに合板の製造、販売 

《連結子会社》 

アドン㈱ 

㈱ナフィックス 

石巻合板工業㈱ 

アイピーエムサービス㈱ 

 

住宅建材事業 

住宅建材事業 

合板事業 

合板事業 

 

建材製品（建具・収納家具）の製造 

建設（住宅関連工事）、建設資材販売 

合板の製造、販売 

合板の加工 

<持分法適用関連会社> 

スラインダー社 

サンヤン社 

 

住宅建材事業 

合板事業 

 

建材製品(建具・造作材・収納家具)の製造 

合板の製造 

 

南洋材合板

得 
 
 

意 
 
 

先 

《連結子会社》 

石巻合板工業㈱ 

《連結子会社》 

アドン㈱ 

<持分法適用関連会社> 

スラインダー社（インドネシア） 

<持分法適用関連会社> 

サンヤン社（マレーシア） 

《連結子会社》 

アイピーエムサービス㈱ 

《連結子会社》 

㈱ナフィックス 

外注加工 

針葉樹合板

合板 

建材製品 

繊維板 

住宅関連工事 

建材製品 

建材製品 

建材製品 

建材製品 

加工委託 

合板 

 

 

◇合板事業 

◇住宅建材事業 

 

㈱ 

ノ 

ダ 

（
当 

社
） 
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当グループは「優れた建材製品の製造・販売を通じ、より良い住空間の創造につとめ、もって社会の

発展に寄与し強い総合建材メーカーとなる」ことを目指しております。長年培ってきた合板、ＭＤＦ（中

質繊維板）など木質系建材の素材についてのノウハウを生かし、多様化するユーザーのニーズに適合し

た総合的な製品群を安定的に提供することにより社会に貢献してまいります。 
これらの企業活動を通じ、営業基盤の拡充、経営資源の 適活用、コスト競争力の強化に努め永続的

な収益力の向上をはかることにより、株主、取引先、従業員など全ての利害関係者の信頼にお応えして

まいります。 

（２）目標とする経営指標 

当グループは、下記「（４）会社の対処すべき課題」に記載のとおり、各種施策の徹底により収益力の

強化をはかり、業績の向上や企業体質の強化に努めておりますが、その進捗度合いをはかる経営指標と

して「営業利益」「経常利益」などの損益項目に加え「自己資本比率」を重視しています。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当グループは、激変する経営環境に耐えうる低コスト体質の構築をはかり、業績や収益力の向上を目

指してまいります。 
当業界の指標である新設住宅着工戸数は、少子化、増加した住宅ストック等の観点から減少すると予

想しておりますが、高齢化が進展するなか安心安全・快適な住環境の確保や、老朽化した住宅の建替え、

リフォーム需要など、住環境の改善に対する潜在的なニーズには根強いものがあると確信しており、当

グループは多様化するユーザーのニーズを迅速、的確にとらえるとともに、不安定な為替相場や木質系

建材の原材料である原木の資源問題について適切に対応するため、国産材の活用をはじめ、原材料調達

パイプの多様化や、原材料の分散化を進め、競争力のある製品開発に役立て、顧客ニーズに合致した無

駄のない品揃えや一層の品質向上、積極的な需要の開拓に努め、業績向上と企業体質の強化に努めてま

いります。 

（４）会社の対処すべき課題 

当グループを取り巻く事業環境は、2 ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成績に

関する分析」に記載のとおり、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減の影響により住宅需要が

低調に推移するなか、依然として企業間競争が激化する厳しい状況が続いております。また為替相場の

動向や国内合板相場の状況、原材料価格の上昇、更なる消費税率引き上げによる住宅需要への影響（駆

け込み需要の発生、その後の反動減）など、先行き不透明な事業環境が続くものと予想されます。 

当グループは、このような事業環境のもと、地球環境への配慮として、また円安への備えとして設備

投資を実施した当社新工場で生産中の国産材合板を積極的に活用し、輸入原材料からの一部切り替えを

はかるとともに、引き続き経費削減や、生産性向上によるコスト競争力の強化、製品競争力の強化、営

業機能の強化、製品販売価格の引き上げなど各種施策を徹底してまいります。また、高齢化社会、環境

（リサイクル素材、循環可能な木材資源である国産材の活用促進）、リフォーム、住宅の長寿命化、ペッ

ト共生など多様化する顧客ニーズに合致した商品展開を推進し、シェアの確保やマーケットの新規開拓

をはかり、更なる収益力の向上と企業体質の強化に努めてまいります。 
 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準

で連結財務諸表を作成する方針であります。 

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢等を考慮の上、適切に対応していく方針

であります。 
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